
代表取締役社長

藤澤　信義

ステークホルダーの皆様へ
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2016年3月期で停滞から脱却。
当社グループは、アジアの総合金融グループとして、
今後の大きな成長に向けた出発点に立ちました。

当社グループは、国内金融事業をベースに、韓国と

東南アジアの銀行を中心とした金融事業を成長エンジ

ンとして持続的な成長を図ることを新たな目標とし、

2015年5月に、2018年3月期までの中期経営計画を

策定しました。

中期経営計画の1年目となる2016年3月期の業績

をセグメント利益でみると、国内金融事業と投資事業

は計画を上回る着地となりました。韓国金融事業は計

画を下回りましたが、これは前期に計上した負ののれ

んに係る連結取込上の経理処理を変更したことに伴う

収益の減少（費用の前倒し計上）などを受けたもので

あり、事業実態は着実に改善し、持続的な成長フェーズ

に入ったとみています。また、同じく東南アジア金融事

業も、成長が計画より遅れたものの、Jトラストインドネ

シア銀行（BJI）では、インドネシアで頭取経験のある日

本人経営者を取締役に迎えて構造改革を進めたこと

により、ようやく赤字体質から脱却し黒字基調になりつ

つあります。中期経営計画1年目は、持続的成長に向

けた足場固めの年になったと考えています。

当社グループは、2016年3月期で停滞から脱却し、

アジアの総合金融グループとして2017年3月期を持

続的な成長に向けた出発点とするべく、自信を持って

取り組んでいます。2017年3月期以降も、国内金融事

業は堅調に利益を計上する見込みですが、2017年3

月期から2018年3月期にかけては、事業基盤の整備

が完了した韓国金融事業が審査力・回収力・マーケティ

ング力といった日本で培ったノウハウを活かすことによ

り貸付金残高が順調に伸びて、収益の柱になるとみて

います。また、その後は東南アジア金融事業が成長ドラ

イバーになっていくものと考えています。

なお、これまで国際財務報告基準（IFRS）への移行準

備を進めてきましたが、今後のさらなるグローバル展

開を見据え、会計監査人の異動を行ったこと等により

2016年3月期の任意適用は見送りました。IFRSの任

意適用時期については、新たな会計監査人に就任した

優成監査法人と調整しながら決定していきます。

中期経営計画1年目は、持続的成長に向けた足場固めの年となりました。

 Highlights 持続的な成長に向けて

• 2016年3月期
国内金融事業と投資事業が利益計画を上回って着地。グループ全体は停滞から脱却。

• 2017年3月期～
韓国金融事業は、日本で培った審査力・回収力・マーケティング力を活用し、収益の柱へ。

• 2019年3月期～
東南アジア金融事業は、構造改革の成果と合弁会社とのシナジー効果などにより、成長ドライバーへ。
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国内金融事業
Jトラストグループの強みが活かせる保証事業と債権買取回収事業に注力します。

国内金融事業については、2015年9月に実質的に

無担保ローン事業から撤退し、不動産関連の保証事業

および債権買取回収業務に注力できる体制を整備しま

した。

不動産関連保証事業における当社グループの強み

は、市場ニーズに合わせたオーダーメイド型商品の開発

力と、独自の不動産ローン審査力です。賃貸住宅ローン

（アパートローン）保証業務を中心とした新たな保証ス

キームにより、順調に保証残高を伸ばしています。

債権買取回収業務については、当社グループの強み

は多様な事業会社出身者のノウハウを結集した国内

トップクラスの回収力です。回収力の強さは入札競争

における優位性を通じた事業拡大という好循環につな

がるため、今後もこの強みを活かした事業拡大を進め

ていきます。また、国内サービサー企業が減少する中、

M&Aを通じた事業拡大や企業再生への事業拡大も図

ります。

 中期経営計画概要（2016年3月期～2018年3月期）

中期経営計画ビジョン
既成概念にとらわれないファイナンシャルサービスを提供する企業体を目指す

 ステークホルダーの皆様へ

事業名 事業戦略
国内金融事業
（安定した収益基盤）

個人向け無担保ローンから撤退し、地方銀行とタッグを組み保証事業を強化、また、比較的利益率
が高く、グループが強みとする回収力を活かした債権買取回収事業にも注力

韓国金融事業
（収益の柱）

各社は属する業態の特徴並びにグループの強みを最大限に発揮できるよう、それぞれに異なる役割
を担い、相互の連携を通じて営業資産を積極的に積み増しながら、強みである回収力にて不良債権
の圧縮を図る

東南アジア金融事業
（収益の柱）

初年度（2016年3月期）は不良債権を債権回収専門会社に移転することにより回収益を確保すると
ともに財務健全性を向上させ、マネジメント体制を刷新して、2年目以降に予定していた営業資産の
拡大を前倒して実施することにより収益目標を達成する

非金融事業
（さらなる収益源）

総合エンタ－
テインメント事業 ゲームセンター運営から、より収益性の高いコンテンツを活用した総合アミューズメント事業にシフト

不動産事業 戸建分譲戸数の増加、自社施工比率の引き上げによるコスト圧縮、商業建築の受注工事件数の拡
大を通じ収益を増大

投資事業 成長市場におけるIRR15%以上の投資案件をターゲットとして、3年間で500～1,000億円の投資
を目指す

営業利益の推移（目標）
（単位：億円）

2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3
目標
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目標
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目標
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目標
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△100

 韓国金融事業  東南アジア金融事業  M&Aその他 国内金融事業

短期的M&A型の
事業拡大から

海外銀行業中心の持続的拡大が
望める利益構造へ

M&Aその他
 さらなる収益源

国内金融事業
 安定収益

東南アジア金融事業
韓国金融事業
 持続的成長

※ 2016年3月期以降は国際財務報告基準（IFRS）で算出。なお、2016年3月期実績値は未監査。

IFRSで算出
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韓国金融事業
日本でのオペレーションノウハウを活かし、さらなる成長を目指します。

東南アジア金融事業
Jトラストインドネシア銀行の再生に向けてスピードを加速します。

韓国では、2015年3月期までのM&A等により総合

金融グループとしての事業基盤を確立しました。当社

グループが日本国内で培った審査力・回収力・マーケ

ティング力などのオペレーションノウハウは、韓国金融

事業における大きな成果につながっており、2012年に

営業を開始したJT親愛貯蓄銀行は、2年半で通期黒字

化に成功しました。また、営業資産も2016年4月には2

兆ウォンを超えており、約3年半で6～7倍に増加してい

ます。今後は、M&A等のみならず新規貸付金額の増加

を通じて営業資産の積み上げを図るとともに、優良な

消費者向けローンの増大により収益性を向上させてい

きます。さらに、大企業向けローン、有担保ローン、政府

保証付きローンなどについても注力し、貸出ポートフォ

リオの安定化も図っていきます。

インドネシアでは、当社グループの最優先課題の一つ

として、長期間にわたって預金保険機構下の体制にあっ

たJトラストインドネシア銀行（BJI）の再生に取り組んで

います。韓国における貯蓄銀行再生の経験は、インドネ

シアの商業銀行の再生においても有効であると考え、こ

れまでに、BJIの増資を行うとともに、不良債権の回収に

特化した新会社Jトラストインベストメンツインドネシア

（JTII）を設立し、BJIから不良債権を切り離して譲渡する

ことにより、BJIの財務体質の改善を図りました。さらに、

インドネシアの金融市場に精通したスペシャリストを経

営陣に迎え、その人脈を活かした営業力強化を推進す

るなど、銀行再生に向けてスピードを加速しています。

BJIでは、2016年3月期は期末にかけて営業資産の

積み上げが進んだほか、平均貸出金利が上昇する一方

で平均預金金利が低下し、純金利収入が増加するな

ど、営業実態は着実に改善傾向にあります。また、2015

年11月から債権回収事業を本格的に稼働したJTIIは初

年度から営業黒字を計上しています。

さらに、2016年4月には、JTRUST ASIAがタイ王国

などで主にオートバイや農機具の販売金融事業を展開

しているGroup Lease PCL（タイ証券取引所一部上

場）と共同でPT Group Lease Finance Indonesiaを

設立しました。同社はインドネシアなどの消費者をター

ゲットとして、農機具、ソーラーパネル、家電製品などの

割賦販売金融事業を展開していく予定であり、BJIにつ

いても同社へのファイナンスの提供を通じて、今後は優

良な貸出残高の増加が期待されます。
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総合エンターテインメント事業
主力の総合エンターテインメント事業の成長を図るとともに、新たな業態の展開を進めて、業容の拡大を図ります。

総合エンターテインメント事業では、アドアーズの強

みである店舗立地を活用し、既存店舗と人気アニメ等

のキャラクターコンテンツを絡めたコラボレーション企

画等を積極的に推進しています。

また、2016年3月より首都圏を中心にリラクゼーショ

ンサロン「OLIVE SPA」を運営する株式会社オリーブス

パとの業務提携を開始しました。同社の創業者である

山根氏をアドアーズの代表取締役副社長として迎え、

新たなノウハウと発想をミックスすることで、今後は主

力の総合エンターテインメント事業の成長のみならず、

新規事業の確立による新たな業態の展開を進め、業容

の拡大を図っていきます。

その他事業
世界で一番安心して利用できるビットコイン取引サービスを目指します。

2016年6月より、ビットコイン取引サービス「J-Bits」

の提供を開始しました。当社グループは、「金融サービ

スとして通用するクオリティで仮想通貨取引サービス

を提供する」という理念のもと、日本国内における仮想

通貨関連の情報基盤確立とコミュニティの醸成を推進

してきました。金融サービスとして安心してお使いいた

だける取引プラットフォームを提供すべく、経営層から

カスタマーサポート、開発スタッフに至るまで、FX取引

事業経験者と銀行経験者を中心に組織を構築してい

ます。

投資事業
金融事業あるいは金融事業とシナジー効果が見込める事業に投資します。

投資事業に関しては、シンガポールに拠点を移したこ

とで、日本にいた時とは質やサイズの点で異なるレベル

のM&A案件が多く入ってくるようになりました。2016

年3月期は、さまざまな理由によりM&A案件が結実し

ませんでしたが、2016年3月末現在で、1,086億円の

現預金を保有しており、主に金融事業あるいは金融事

業とのシナジー効果が見込める事業について、投資機

会を模索し続けています。ちなみに、M&Aは成長市場

におけるIRR（内部収益率）15%以上の投資案件をター

ゲットとして、2018年3月期までの3年間で500億円～

1,000億円の投資を目指しています。

 ステークホルダーの皆様へ
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Jトラストグループは、国内事業で安定したキャッ

シュ・フローを生みだすとともに、韓国・東南アジア地域

で銀行業および銀行周辺事業を持続的に拡大しなが

ら、企業価値の向上に努めています。IR活動について

も、2016年3月期には、初の海外ロードショーを欧州、

北米、アジアで実施したほか、アナリスト向け決算説明

会の回数を年2回から4回に増やしました。また、2016

年5月には個人投資家向け説明会を東京と大阪で開

催するなど、2017年3月期も積極的に取り組んでいま

す。今後も、株主・投資家の皆様とのコミュニケーション

を通して、信頼関係の構築を図っていきます。

また、当社はこのたび内部管理体制等の整備が整っ

たと判断したことから、東京証券取引所に対する一部

指定の申請に向けた検討を開始しました。当社として

は、2017年3月末を目処に東京証券取引所に対する

一部指定の申請を行いたいと考えています。

従業員一丸となって中期経営計画の目標達成にま

い進することで、株主・投資家の皆様の期待に応えて

まいりますので、さらなるご指導・ご支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。

ステークホルダーの皆様へ
企業価値の向上と、IRの強化に注力していきます。

代表取締役社長

藤澤　信義

株主価値向上に向けて
自社株買い、安定配当を通じて、株主様への利益還元を図っています。

当社は、株主の皆様に対する適正な利益還元を経営

の最重要施策のひとつとして認識しています。

2016年3月期は、資本効率の向上を通じた株主の皆

様への利益還元を図るとともに、経営環境の変化に対

応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自

己株式6,250,000株を取得するとともに、この取得した

自己株式の全てを消却しました。

配当金につきましては、期末配当について、普通配当

5円に当社が40期を迎えたことによる記念配当2円を

加え、1株当たり7円とさせていただきました。中間配当

金（1株当たり5円）を加え、年間配当金は1株当たり12

円となります。

また、2017年3月期につきましては、中間6円、期末6

円の年間合計12円の配当を計画しています。 

株主価値の最大化に向けた適切な資本配分

配当自社株買い
2016年3月期は625万株を
取得後に、全て消却

余剰資金は積極的に還元

M&A

内部収益率15%以上の案件がターゲット

適切な
資本配分

2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2017/32016/3

15

10
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10 10

12
12

（予想）

7

※1   2012年6月1日付で普通株式1株につき2株の株式分割を行っています。上記グラ
フは、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の数値を記載してい
ます。

※2 2016年3月期は、記念配当2円を含みます。

1株当たり配当金の推移
（単位：円）
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